
   越谷市公契約条例施行規則 

平成２８年１２月２８日 

規則第１０５号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、越谷市公契約条例（平成２８年条例第５１号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （社会的価値） 

第２条 条例第２条第５号に規定するその他規則で定める社会的価値は、

公契約に係る施策の実施にあたり、配慮されるべき環境保全、障害者雇

用及び安全・安心な市民生活の確保とする。 

 （労働報酬下限額の適用を受けない労働者等） 

第３条 条例第６条第１項の規則で定める者は、次に掲げる者とする。 

⑴ 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第７条の規定の適用を受

ける者 

⑵ 工事の請負の契約に係る業務に従事する現場代理人、監理技術者及

び主任技術者 

⑶ 対象契約に係る業務に従事する時間が１月当たり３０分未満の者 

 （労働の対価） 

第４条 条例第６条第１項に規定する規則で定める賃金又は請負代金は、

次の各号に掲げる労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

⑴ 条例第６条第１項第１号に規定する労働者等のうち、条例第２条第

４号アに該当する者 対象請負契約に係る業務に従事したものとして

支払われる賃金のうち、設計労務単価を構成する基本給相当額、基準

内手当、臨時の給与又は実物給与のいずれかに該当するもの 

⑵ 条例第６条第１項第１号に規定する労働者等のうち、条例第２条第

４号イに該当する者 対象請負契約に係る業務に従事するために締結

した請負の契約における請負代金（消費税及び地方消費税に相当する



額を除く。） 

⑶ 条例第６条第１項第２号に規定する労働者等 対象委託契約に係る

業務に従事したものとして支払われる賃金のうち、最低賃金法第４条

第３項各号に掲げる賃金を除いたもの 

 （対象契約の範囲） 

第５条 条例第６条第１項第１号に規定する規則で定める工事の請負の契

約は、予定価格が５０,０００,０００円以上の契約とする。 

２ 条例第６条第１項第２号に規定する規則で定める業務の委託に関する

契約及び指定管理協定は、次に掲げる契約及び指定管理協定とする。 

⑴ 予定価格が１０,０００,０００円以上の業務の委託に関する契約の

うち、次に掲げる業務の委託に関する契約 

  ア 建物清掃業務 

  イ 施設運転管理業務 

  ウ 食堂業務 

  エ 放置自転車保管場所管理業務 

  オ 相談支援業務 

  カ 医療事務 

  キ 設備保守管理業務 

  ク 公園、街路樹等の維持管理業務 

  ケ 越谷市立病院院内保育室運営業務 

  コ 越谷市立病院病棟保育業務 

  サ 越谷市立病院警備業務 

  シ 越谷市立病院電話交換業務 

⑵ 委託料の上限額が１０,０００,０００円以上の指定管理協定 

３ 前２項に掲げるもののほか、民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第２条第４項

に規定する選定事業に係る契約については、前２項の契約に相当する



契約部分に限り、対象契約として取り扱うものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、前

３項の契約及び指定管理協定を対象契約としないことができる。 

 （労働報酬下限額の適用） 

第６条 条例第７条第１号の規定による労働報酬下限額以上の労働の対価

の支払いについて、労働の対価が時間以外の期間又は出来高払制その他

の請負制によって定められている労働者等に対する労働報酬下限額の適

用については、最低賃金法施行規則（昭和３４年労働省令第１６号）第

２条の規定を準用する。 

 （履行状況等の報告等） 

第７条 条例第７条第３号の規定による報告は、履行状況等報告書（第１

号様式。以下「報告書」という。）により行うものとし、市長が指定す

る日までに提出するものとする。 

２ 受注者は、前項の報告の内容に変更が生じた場合は、速やかに変更後

の報告書を市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により受注者から報告書の提出があったときは、

その内容を確認し、契約書とともに当該報告書を保存するものとする。 

 （身分証明書） 

第８条 条例第８条第３項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書

（第２号様式）のとおりとする。 

 （公表） 

第９条 条例第１０条の規定により公表する事項は、次のとおりとする。 

⑴ 公契約の件名及び締結年月日 

⑵ 受注者又は受注関係者の名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所

の所在地（個人にあっては、氏名及び事務所の所在地） 

⑶ 条例第１０条各号の規定に該当する事実の内容 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 



２ 条例第１０条の規定による公表は、次により行うものとする。 

⑴ 市役所前掲示場に掲示すること。 

⑵ 総務部契約課において閲覧させること。 

⑶ 市ホームページに掲載すること。 

３ 前項第２号及び第３号の規定による公表の期間は、次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間とする。ただし、市長が認

める場合は、この限りでない。 

⑴ 公表の日において第１項第３号の事実が是正されている場合 当該

公表の日の翌日から起算して１年を経過する日までの期間 

⑵ 公表の日において第１項第３号の事実が是正されていない場合 当

該事実が是正されたと認められる日の翌日から起算して１年を経過す

る日までの期間 

 （指名停止措置） 

第１０条 市長は、受注者が条例第１０条各号のいずれかに該当する場合

は、越谷市の契約に係る指名停止等の措置要綱(平成３０年告示第３４

９号)の規定に基づき、指名停止措置を行うことができる。 

 （審議会の会長及び副会長） 

第１１条 越谷市労働報酬等審議会（以下「審議会」という。）に会長及

び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

 （審議会の会議） 

第１２条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席し、かつ、条例第１１条第３項各号に

掲げる委員各１人以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長



の決するところによる。 

４ 審議会は、審議のため必要があると認めるときは、委員以外の出席を

求め、意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることが

できる。 

５ 会議は、公開とする。ただし、必要があると認めるときは、審議会の

議決により、非公開とすることができる。 

 （審議会の委員の守秘義務） 

第１３条 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も、また、同様とする。 

 （審議会の庶務） 

第１４条 審議会の庶務は、総務部契約課において処理する。 

 （審議会の運営） 

第１５条 第１１条から前条までに定めるもののほか審議会に関し必要な

事項は、審議会が別に定める。 

 （その他） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第１１条から

第１５条までの規定は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成３０年規則第５５号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年規則第５５号） 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第６８号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 


